
報酬制度改革

場当たりの積み重ねでは破綻する

成果主義（的）人事制度の功罪を整理しきれないう
ちに，いざなぎ越えと言われた景気を迎え，やがて採
用バブルが到来。かと思えば一転，リーマンショック
で状況は反転，今度はなりふり構わぬ人件費・人員リ
ストラで，何とか帳尻を合わせてきた―。ゆえに一
息つきたいところかもしれないが，一連の対応が緊急
避難の連続で，一貫性に乏しいものだったとすると，
この先待ち受ける経営リスクには耐えきれないかもし
れない。よく言われる「少子高齢化」の課題も，単に
人員構成の話では済まない。若手は人材の質が変わっ
てきており，また高齢化といった場合は，65歳までの
現役（賃金による生計維持）を意味する。
成果主義の導入以来，置き去りにしてきた報酬制度
を見直すなら今のタイミングではないだろうか。会社
は社員に年功的な安心感を無条件に提供できるわけで
はない。かといって減額ありきの制度改革では，個々
のモチベーションも組織の活性化も維持できない。今
後の課題を整理し，報酬制度の目的や意味をより明確
にしていく必要がある。それはおそらく“優しくて厳
しい制度設計”に挑むことになるだろう。 （編集部）
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